
⽇本粉末冶⾦⼯業会/素形材における
⾃主⾏動計画フォローアップ調査について

令和５年３⽉３⽇
⽇本粉末冶⾦⼯業会



２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間︓令和４年１０⽉２５⽇〜１１⽉２５⽇
・調査企業︓⽇本粉末冶⾦⼯業会の会員企業３３社を対象
・回答企業︓２５社（前年度２３社）
・回答率 ︓７５.８％（前年度７１.８％）
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２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）
概観
✔「価格決定⽅法の適正化」は、受注側の「応じてくれた」が8割、ただし、
「労務費」の反映(6割弱) が課題。発注側の「実施した」は9割以上。

✔「原価低減要請の改善」は、受注側の「協議⼿続きを⽋く要請を受けたこと
はない」が9割に⾄っている。ただし、発注側での「コスト低減要求の慣習
化」が問題であるとの回答が3割あり、調達部⾨の対応姿勢に課題。

✔「⽀払い条件」は、「現⾦払い」の回答が受注側で5割で、発注側でも5割と
なっており、引き続き、現⾦化への取組の強化が必要。また、⼿形等サイ
トについては60⽇を超える割合が受注側8割、発注側10割となっており、
サイト短縮も課題。

✔「約束⼿形の利⽤廃⽌」は、「2026年までに利⽤廃⽌予定」の回答が10割。
✔「型管理」は保管費⽤の交渉遅れが5割、廃棄費⽤の交渉遅れ4割と改善余地。
✔「知的財産に関する適正な取引」は、適正取引実現のための取組について
「実施した」/「実施中」との回答は約9割と進捗がみられる。

✔「働き⽅改⾰」に伴う適正なコスト負担について、「（発注先が）概ね負担
した」との回答が約8割となっている。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ②原価低減の要請

【分析結果・今後の課題】
・受注側で「⼗分な協議⼿続きを⽋く原価低減要請を受けたことがあるか」に対し
「受けたことがある」12％、「受けたことがない」88%。

※取引先に要請する際は、算出根拠や提供条件を明確にしたうえで協議し、書⾯に
よる合意を⾏うよう周知徹底する。
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【設問と回答】
設問．客観的な経済合理性や⼗分な協議⼿続きを⽋く原価低減要請を「受けたことがあり
ますか/「⾏わないことを徹底しましたか」」



３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ③⽀払条件の改善

【分析結果・今後の課題】
・「⽀払い条件」は、「現⾦払い」の回答が受注側で5割、発注側でも5割、
引き続き、現⾦化への取組強化が必要。

・⼿形等サイトについては60⽇を超える割合が発注側10割、受注側8割となってお
り、サイト短縮も課題。
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【設問と回答】
設問．代⾦を⼿形等で「受け取っている」/「⽀払っている」割合はどれくらいですか。



３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ④型管理 ⑤知的財産 ⑥働き⽅改⾰

【分析結果・今後の課題】
・型管理は保管費⽤の交渉遅れが約5割、廃棄費⽤の交渉遅れが約4割と改善余地。
・知的財産、ノウハウ保護の管理に対し「実施中」/「実施予定」の回答が約9割。
・「働き⽅改⾰」に伴うコスト負担は「発注先が概ね負担した」の回答が約8割。
【課題を踏まえた今後のアクション】
※型管理、知的財産権に関する周知、知識習得のためのセミナーを継続する。
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設問．働き⽅改⾰に関する対応の結果、適正なコストを発注側企業が負担しましたか
【設問と回答】



４．パートナーシップ構築宣⾔への取組状況等

【取組状況】
・会員企業数︓54社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業38社）
・宣⾔企業数︓13社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業12社）
・会員企業に占める宣⾔企業の割合︓24.0％
・資本⾦３億円超の⼤企業に占める宣⾔企業の割合︓31.5％

【今後の取組】
・⼗分な周知を継続することが必要なため、機関紙への掲載や
会合での説明など宣伝を更に強化する。
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５．これまでの取組（普及活動等）

・定時総会での経産省素形材産業室講演及びセミナー開催
令和４年度12⽉時点 2件実施（Web開催、東京都）

・会員企業同⼠の意⾒交換会による適正取引推進の課題共有
令和４年度12⽉時点 2回実施

・⾃主⾏動計画の配布、ＨＰへの掲載と活動推進の要請メール、
機関紙への掲載
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６．その他取引適正化に向けた事項について

【今後の取組】
・適正取引推進のための課題共有と会員企業同⼠の意⾒交換会
を令和５年度中に実施予定。

・取引適正化に向けて、さらなる調査や取組を実施し、⾃主⾏
動計画を令和５年10⽉までに改訂する。

・回答率の向上のため、⾃主⾏動計画による取組の趣旨等につ
いて周知し、会員企業が⾃主⾏動計画をさらに推進できるよ
う環境作り等を⽀援していく。
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